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相談を受け表面化した問題や潜在化している問題など、住民が抱える問題の発見

や解決に向けて、相談支援をする必要があります。その過程で相談を受けている事

業所が対応できない内容の場合は、事業実施している他関係機関に確実につなげ、

協働し支援していけるようにすることが必要となります。

地域における各種関係機関との連携・ 協働が円滑にできるように、一つひとつの

事例を通して、 しく みづく りを推進していきます。

また、住民の福祉意識の向上を図ると共に、福祉関係機関が住民活動への支援を

効果的に行えるよう各種研修を行います。

【 第2次計画との変更点】

※「 福祉従事者研修」→「 福祉施設等従事者研修」 平成27年度より事業名変更
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相談を受け表面化した問題や潜在化している問題など、 住民の抱える問題の発見や解決に

向けて、 相談支援をする必要があります。 その過程で相談を受けている事業所が対応できな

い内容の場合は、事業実施している他関係機関に確実につなげ、 協働し支援していけるよう

にすることが必要となります。

地域における各種関係機関との連携・ 協働が円滑にできるように、一つひとつの事例を通し

て、 しく みづく りを推進していきます。

No.

53
事業名称 地域支援ネット ワーク会議

区 分 重点

事業の内容

地域の福祉関係機関の交流を促進し、地域課題の共有や解決に向けて関係機関との協力関係

の構築をしていきます。

今後の取り組み

①あんしんサポート 等、 本会サービス利用者の事例を基にした検討会を開催し、 個別事案検討
の積み重ねによる地域支援の展開を検討していきます。

②住民の抱える個別のニーズを漏らすことなく 把握するとともに、対応できない内容の場合は、
事業実施している他機関に確実につなげ、協働し支援していく 体制を構築していきます。

③生活支援体制整備事業における第２ 層協議体や地域包括支援センターの地域ケア会議等、 開
催目的や参加機関が重複する会議があるため、 それら他会議との役割の整理等についての検

討を併せて行っていきます。

④地区社会福祉協議会等が実施する見守り活動等で、 対応困難なケースの場合の支援をチーム
アプローチできるような体制を構築していきます。

なお、既存の制度やサービスでは対応できないニーズに対しては、総合支援検討会議（ 事業№
38）で協議していきます。

【 見直し（ 平成34年度）までの年次計画】

年次計画 平成29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度

①検討
②検討
③検討
④実施

推進
項目
1 支援ネット ワークの構築
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少子高齢化の進展に伴い、福祉課題が複雑・ 多様化する中、福祉従事者はより高い専門性、

住民は福祉意識の向上が重要視されています。「 地域福祉を推進する社会福祉協議会ならでは」

の研修を目指し、研修数とともに常に質の向上を図っていきます。

また、将来的には市内の研修機関の中核となるように、地域福祉情報・ 研修センター機能の

充実、強化を図っていきます。

No.

54
事業名称 福祉施設等従事者研修

区 分 重点（ 市受託）

事業の内容

福祉従事者として必要とされる社会福祉の理念や知識、技術の習得などを図ることを目的と

して研修を実施していきます。 また、研修への参加によって、市内従事者同士の「 顔の見える」

関係づく りを促進し、 より質の高い人材育成と職場定着を図ります。

今後の取り組み

①引き続き、 研修実施機関連絡会や研修後アンケート 、 研修効果測定アンケート 実施により研
修ニーズの精査を行い、 研修ごとにアセスメント を行った上で、 現場に即した研修を企画及

び実施します。

②階層別研修を中心に、社会福祉の理念を踏まえ地域福祉推進に関する要素を盛り込みます。
③研修時に地域福祉活動についての情報提供等を行います。
④キャリアパス対応生涯研修課程を実施するため、継続的に周知します。
⑤研修時のメール登録案内チラシの配布を徹底します。

【 見直し（ 平成34年度）までの年次計画】

年次計画 平成29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度

①実施
②企画・実施
③実施
④実施
⑤実施

推進
項目
2 福祉人材の育成
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No.

55
事業名称 地域福祉推進研修

区 分 重点

事業の内容

社会福祉の理念に基づき、地域福祉の推進を目的とする各種専門職・ 団体のスキルアップを

図るための研修を実施していきます。

今後の取り組み

①アンケート や効果測定結果を踏まえ、 社会福祉の理念を踏まえた研修を企画及び実施し、 研
修アセスメント から次の企画につなげます。

②研修実施機関連絡会やボランティ ア連絡会、 地区社会福祉協議会連絡会等を通して研修ニー
ズ調査を行い、 その結果を参考に企画及び実施します。

③民生委員研修では、 引き続き、 研修かわら版という形で研修レポート の結果と講師からの講
評についてフィ ードバックを行います。

【 見直し（ 平成34年度）までの年次計画】

年次計画 平成29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度

①企画・実施
②企画・実施
③実施

No.

56
事業名称 市民向け研修

区 分 重点

事業の内容

社会福祉の理念を踏まえ、「 福祉」に対する理解を深め、地域福祉の主体的な取り組みへの意

識向上を図るための研修を実施していきます。

今後の取り組み

①福祉施設からの立場として研修実施機関連絡会や、 地域福祉活動を行う団体の他、 広報紙、
ホームページを通じた住民からの意見聴取等から、研修ニーズの把握と分析を行います。

②①の内容及び、社会福祉の理念を踏まえた研修を企画及び実施します。
【 見直し（ 平成34年度）までの年次計画】

年次計画 平成29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度

①実施
②企画・実施



81

No.

57
事業名称 地域包括支援センター職員研修

区 分 重点（ 市受託）

事業の内容

地域包括支援センターの主任介護支援専門員、社会福祉士、保健師等が業務を行う上で、必

要な知識の習得及び技能の向上を図ることにより、地域包括支援センターの適切な運営を確保

するとともに、地域包括支援センター間の情報交換の場を提供します。 また、平成28年度よ

り地域包括支援センター業務として強化された、第２層生活支援体制整備事業が円滑に推進す

るための、地域包括支援センター職員向けの研修についても検討を行います。

今後の取り組み

①地域包括支援センターと連携が不可欠な在宅介護支援センターや行政職員も参加可能な研修
を実施し、必要な情報等の共通理解につながるように内容の充実を図ります。

②行政担当者や地域包括支援センター職員のアンケート 等から研修のニーズ把握を行い、 テー
マ別や職種別の研修など効果的な研修実施に努めます。

③研修内容については、 制度の変更など地域包括支援センターが業務推進のために必要な内容
を把握し、対応に努めます。

【 見直し（ 平成34年度）までの年次計画】

年次計画 平成29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度

①検討・実施
②検討・実施
③検討・実施

No.

58
事業名称 市民に対する介護技術等の研修に関する事業

区 分 重点

事業の内容

地域のニーズにあわせた講座を実施し、市民に対して相談助言・情報提供等を行っていきます。

今後の取り組み

①身近な場所で気軽に学べる機会として高齢者サロン等でのミ ニ講座や介護講座等を、 社会福
祉法人を含む介護事業所等と協働で実施していけるよう取り組みます。

【 見直し（ 平成34年度）までの年次計画】

年次計画 平成29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度

①実施
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No.

59
事業名称 在宅ケアサービスについての相談助言・ 情報提供に関する事業

区 分 重点

事業の内容

住民及び市内の事業所に所属する方を対象に、介護技術の知識習得と技術向上を図るため、

研修を実施していきます。

今後の取り組み

①訪問介護事業所連絡会を通じ、 事業所の士気向上とネッ ト ワーク構築に取り組むことにより、
各事業所がより良いサービスを提供できるよう 、 情報提供や研修の内容を充実させていきま

す。 また、参加事業所が増えるよう周知方法等を検討していきます。

【 見直し（ 平成34年度）までの年次計画】

年次計画 平成29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度

①実施・検討


